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求」や 「異議申し立て」といった不服申し立てが可能である O 保育所入所の手続きは行政不服
審査法の対象になる行政行為であり，一般的な意味での契約というより，保護者と子どもの権


























第一に，保育所入所待機児童が増加している問題である O 厚生労働省の 「保育所の状況(平成
20年 4月 1日)等について」によれば， 2008年の保育所数は 2，090ヵ所，定員は 2，120，899人，
利用児童数は 2，022，173人で定員充足率は 95.3%であった。一方で保育所待機児童数は， 2008 
年 4月1日現在 19.550人(前年より1.624人増)で年齢区分別は低年齢児が 7害Ijを超えている。
待機児が存在する市区町村は全国で 370，うち 100人を超えている市区町村は 52(2007年は
45)， 50人以上 100人未満の市区町村は 32 (同 29) となっている。都市部とそれ以外の地域
の利用児童数と待機児童数をみると，首都圏，近畿圏とそのほかの政令指定都市，中核市で利
用児童数の 50%，待機児童数の 77%を占めている。








望日になっていない場合は除外される定義になっている O そのため，例えば 2001年のでは
「従来定義」の待機児童数は 35，144人， I新定義」の待機児童数は 21.201人， 2006年では 「従
来定義」 の待機児童数は 38.872人. I新定義」 の待機児童数は 19.794人と， I新定義」 では待
機児童数が少なくなり，数の差が明 らかにでている (2007年度以降， I従来定義」の待機児童
数は統計上公表されていない)。











法第 56条では， 市町村長は， 家計に与える影響を考慮して本人又は扶養義務者から子どもの
年齢に応じて保育料を徴収できる， と定めており，児童福祉法施行令(政令第 74号， 2000年




















と保育所運営費の総額は 1兆 7800億円，うち保護者負担は 7600億円，公費負担(国と都道府
県，市町村)は l兆 200億円(したがって国の負担は 6千億円程度ということになる)で，利
用者負担:公費負担は 4: 6になっている O また国基準から子ども一人あたりの月額保育経費
と保護者負担，公費負担を推計すると， 3歳児未満では公費負担が 7割になっているとはいえ







































































































































町村の関与， 保護者の情報入手 ・理解の支援， 情報公表や第三者評価を検討する。⑦新基準
で保育サービス必要性が認められた保護者がサービスを選択できるだけの量の保障と財源の確
保が不可欠である。⑧地方公共団体が地域の保育機能の維持向上，質の向上に権限を発揮す











































必要がある。」 というものである (12 サービスの量的拡大J)。逆に多様な提供主体の参入に
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されているとしなければならない。 しかし，保育サービスの 「公的性格 ・特性J(良好な育成
環境の保障，情報の非対称性，質 ・成果の評価の困難性，選択者と最終利用者の相異，保護者
と提供者の相互性)を指摘するなど(10) まったく保育を個人的受益と決め付けるほど歯切れ
が良いわけではなし、。とはいうものの， 14 財源 ・費用負担」では，国，地方公共団体，事
業主，個人の費用負担のあり方は，次世代育成給付 ・サービスの目的 ・受益と費用負担は連動
すべきものという考え方から踏み込んで議論すべきであるとしており，サービスの直接的受益




























読みとることができなし、。 この点では， 規制緩和 ・規制撤廃(規制改革)(11) に関する一連の
提案，地方分権改革からの提案をみるほうが，財界や政府の保育制度改革の方針がつかみやす
い。政府が財界とアメリカ政府の要求に沿って進めてきた規制緩和 ・規制撤廃のなかでは，保
育制度はつねにタ ーゲッ卜にされてきた。若干，歴史をさかのぼると 2005年 12月に出された








2006年 12月の 「規制改革 ・民間開放推進第三次答申」でも，就労の多様化と育児不安が広が






いる O つまり，公的保育制度の改善ではなく，保育の準市場への転換を求めているのである O
「新制度体系の設計」 が出された後の規制緩和 ・規制撤廃の政策検討では， より具体的に新





直接補助方式(パウチャ 一等)の導入， (3) I保育に欠ける」要件の見直し， (4) 官民イ
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いることを指摘しておく 。設置以降，福祉，建設， 農業， 産業，教育など全ての行政にわたっ
て検討を重ね， 2008 年 5 月に 『第一次勧告~生活者の視点に立つ 「地方政府」 の確立~J を
まとめている。 このなかでの 「第 2章 重点行政分野の抜本的見直し」 のなかで 「幼保一元
化 ・子ども」が検討の対象となっており，保育サービス提供に関する地方の自由度拡大の観点
から， I~保育に欠ける」 入所要件の見直し，直接契約方式の採用等についての総合的な検討に
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のもとで最低基準の設定， 行政の監督監査， 利用者の評価を受けているほうが， 利用者へ正確な
情報が提供され非対称性を最小限にすることが可能になる。
(11)最近，規制緩和政策をいっそう促進する，つまりいっそうの規制緩和や撤廃を強行する政策をマ
スコミなどでは規制改革と呼ぶことがある。しかし社会的規制の緩和やそのもの撤廃という状
況が暖昧になるので，本稿では規制改革という用語を使わず，規制緩和 ・規制撤廃という用語を
使用する。
(12)この説明はまったく理解に苦しむものである。保育所を利用するにあたって，資産調査を受ける
ことはないし， 他の資産活用を強いられることもない。制度解体をもくろむあまり， 事実を歪め
る説明もいとわない姿勢で答申していると言わざるを得なし、。 もし，貧困層， 低所得層も利用で
きることからこのように説明しているのなら，差別的である。
(13) これらの改革に並行して認定こども圏の活用があげられているが，検討の余裕がないので本稿で
はふれていない。
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